
いて法的に手当てがなされているoそこで,仮に労働者が解雇の効力を争う

場合の出訴期間を定めた場合には1解雇の出訴期間についても同様の措置を

講じることにより,労働者の裁判を受ける権利を保護することができる-と考

えられるo

もっとも,これは個別労働紛争解決制度や労働審判制度が十分に括用しや

すvlものとなっていることが議論の前捷となることから,出訴期間の制限に

ついては,これらわ御度の普及状況を見つつ引き続き検討することが適当で

ある.

く4J労働基準括第1S条の2の位置付け

労働基準法第18条の2の規定は,法違反の問題を生ぜず1罰則や労働基

準法廉104条の申告の対象となる性質のものではなく.解雇の民事的効力に

ついて定めているものであるのでl第18条の2の民事的効力を定める現定

とJしての今後の発展を視野に入れた場合lこれを労働基準法から労働契約法

制の体系に移すことが適当であ.Po

く5J有期労働契釣の契約期間中の解雇

有期契約労働者の契約期間申における解雇についでは,下記第5の3く31

で検討するo

2 整理解雇

使用者の経営上の必要性による解雇すなわち整理解雇の合理性の判断基準

についてI Vlわゆるr整理解雇四.要件J Jく0人員削滅の必要性, f9人具削減の

手段として整理解雇を選択することの必要性-解雇回避措置を尽くしたと認

められること,魯解雇対象者の選定の妥当性--選定基準が客観的.合理的で

あることく61解雇手続の妥当性-労使協議等を実施してL,1ることJがある,

これをどのように考えるかについて,裁判例の動向は1かつてはこれらの四

要件の-つでも欠ければ解雇は無効となるとの立場く四要件説1をとってい

たと解される く東洋酸素事件東京高裁判決く昭和54年10月29日lなど1と

ころ,近年,これらの四つの事項から離れた判断を下す下級審裁判例が見ら

れた くナショナル.ウエストミンスタ-銀行く第三次候処分J事件東京地裁

決定く平成12年一1月21 Eり など1が,.最近ではこれらを解雇権濫用を判断

する四つの重要な要素であるとする立場く.四要素説1をとる裁判例が多くな

ってきている く労働大学 く本訴1事件克京地裁判決く平成14年12月17日1

などJ.このよう一に裁判所が事件ごとに,四要件説をとったり四要素説をとっ

たりして柔軟な対応を図っている状況を考慮に入れつつ,整理解雇の要件に

ついてl法律上どの程度規定を明確にする.ことができlまた規定をどの程度
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